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COP29 各⽇のテーマ
11⽉16⽇11⽉15⽇11⽉14⽇11⽉13⽇11⽉12⽇11⽉11⽇

(⼟)(⾦)(⽊)(⽔)(⽕)(⽉)
科学・技術・イノ
ベーション／
デジタル化

エネルギー／平
和・救済・復興⾦融・投資・貿易世界リーダーズ気候⾏動サミット開会COP

産業エネルギー／レジ
リエンス⾦融世界気候⾏動ハイ

レベルイベントMP

11⽉22⽇11⽉21⽇11⽉20⽇11⽉19⽇11⽉18⽇11⽉17⽇
(⾦)(⽊)(⽔)(⽕)(⽉)(⽇)

最終交渉
先住⺠族／ジェン
ダー平等／⾃然と
⽣物多様性／海洋

と沿岸地帯

都市化／交通／
観光⾷糧・⽔・農業

⼈間開発／⼦ど
も・⻘少年／健康

／教育
休息⽇COP

海洋と沿岸地帯／
世界気候⾏動ク
ロージングイベン

トイベント
⼈間居住／交通⼟地利⽤／⽔MP

COP:議⻑国テーマ／MP：マラケシュパートナーシップテーマ
出典：UNFCCC、COP29のウェブサイトを基にWWFジャパン作成
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COP29 各種イベント情報

出典：UNFCCC、COP29のウェブサイトを基にWWFジャパン作成

 ブルーゾーン（COP29会場 : Baku Studium)
交渉や各国パビリオンなどが⾏われる会場。⼊場にはUNFCCCが発⾏するバッジが必要。

• 議⻑国テーマ別プログラム／全体スケジュール
議⻑国UAEが⽇ごとにテーマを決めて、様々なセッションを開催。その⼀部として、 11/12〜13には世界気
候⾏動サミット、11/14にはビジネス＆慈善活動気候フォーラムが⾏われ、企業CEOや⾃治体⾸⻑らが多数
集うことが予想される。

• Global Climate Action at COP29 (マラケシュパートナーシップ＆ハイレベル気候チャンピオン)
ハイレベルチャンピオンの主導により⾏われる⾮国家アクターの気候⾏動にフォーカスした様々なセッショ
ンが開催。議⻑国テーマ別プログラムと連携し、⽇ごとにテーマが設定される。11/13と11/21にハイレベル
イベントが開催。

 グリーンゾーン（COP29会場 : Baku Studium)
⾮国家アクターが様々なイベント、展⽰、ワークショップなどを開催するためのエリア。ブルーゾーンと隣接
する。⼊場にバッジは不要だが、⽇ごとにオンライン事前登録（チケット）が必要。

■テーマ・ゾーン別イベント⼀覧は近⽇公開？

詳細編
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COP29議⻑による9つの宣⾔と宣誓

出典：COP29ウェブサイトを基にWWFジャパン作成

詳細編

COP29 休戦の呼びかけ（すでに127か国と1100近くの⾮国家アクターが賛同）
COP29 地球規模のエネルギー貯蔵と送電網に関する誓約
COP29 グリーンエネルギーゾーンと回廊に関する誓約
COP29 ⽔素宣⾔
COP29 グリーンデジタルアクションに関する宣⾔
COP29 有機廃棄物からのメタン削減に関する宣⾔
COP29 レジリエントで健全な都市に向けた他分野の⾏動経路(MAP)宣⾔
COP29 観光における強化されたアクションに関する宣⾔
COP29 気候変動対策のための⽔に関する宣⾔

政府だけでなくあらゆる機関や⾮国家アクターに賛同を呼びかけ

COP29で正式に発表予定。公式な交渉には含まれないが政府、⾮国家アクターをプッシュするねらい
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COPと⾮国家アクターの関わり

リマ・パリ⾏動
アジェンダ

ハイレベル気候⾏動チャンピオン

世界気候⾏動のためのマラケ
シュパートナーシップ

改善された世界気候⾏動のためのマラケシュパートナーシッ
プ

年鑑 気候野⼼連盟

⾮国家アクターの
後押しを本格的に

COP21決定で
2016-2020に指名

ハイレベルチャンピオンによる⽅針

出典：UNFCCC、Race To Zero等のウェブサイトを基にWWFジャパン作成
世界気候⾏動ポータル（NAZCA）
: データベース

20252024202320222021201920182017201620152014

COP30COP29COP28COP27COP26COP25COP24COP23COP22COP21COP20

2025年まで延⻑

COP25決定
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インテグリティあるネットゼロの国際基準
ネットゼロ宣⾔のあり⽅ – 10の提⾔
1. ネットゼロ宣⾔
2. ネットゼロに向けた⽬標の設定
3. ボランタリー・クレジットの活⽤
4. 移⾏計画の策定
5. 化⽯燃料の段階的廃⽌と再⽣可能エネルギーの拡⼤
6. ロビー活動とアドボカシー活動の整合
7. 公正な移⾏における⼈と⾃然
8. 透明性と説明責任の向上
9. 公正な移⾏への投資
10. 規制導⼊の加速に向けて

出典：⽇本気候リーダーズ・パートナーシップ（JCLP）⽇本語版
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ネットゼロ宣⾔・⾏動の集約・公開

出典：UNFCCC、Race To Zero等のウェブサイトを基にWWFジャパン作成

UNFCCCUNFCCCネットゼロ関連の
連合・イニシアティブ
ネットゼロ関連の
連合・イニシアティブ

提⾔に沿ったネット
ゼロ宣⾔、移⾏計画、
進捗報告

⾮国家アクター⾮国家アクター

ネットゼロ宣⾔、移
⾏計画、進捗報告の
集約

標準化されたテンプ
レートで世界気候⾏
動ポータルにデータ
を集約し、公開

UNFCCC 認知と説明責任の枠組 / 実⾏計画草案
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⾃発的な取り組みには限りがある
ネットゼロ提⾔書 10. 規制導⼊の加速に向けて

• 厳密性、⼀貫性、競争⼒を確保するため、規制当局は、⺠
間企業、国営企業、⾦融機関など影響⼒の⼤きい企業排出
者から順に、ネットゼロ宣⾔、移⾏計画、情報開⽰などの
分野で規制や基準を策定すべきです。

• 規制体制の断⽚化という課題には、ネットゼロに向けて協
⼒する国際的な規制当局や専⾨家をメンバーとして招集す
る、ネットゼロ規制に関する新しいタスクフォースを⽴ち
上げることで対処すべきです。

出典：⽇本気候リーダーズ・パートナーシップ（JCLP）⽇本語版

詳細編
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ネットゼロ基準を実現する規制の加速

出典：UNFCCC、Race To Zero、PRI等のウェブサイトを基にWWFジャパン作成

：提⾔書の実践に資する政策や規制を推進

⽴ち上げ

ネットゼロ政策に関するタスクフォース

COP27 COP28 COP29

理事会と専⾨家
メンバー決定

✐G20諸国のネッ
トゼロ政策に関す
る報告書発表予定

ネットゼロ基準づくり ネットゼロ基準の浸透と情報公開

ネットゼロ基準を実現する規制の加速
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求められる⾮国家アクターによる「説得」
ネットゼロ提⾔書 6. ロビー活動とアドボカシー活動の整合

出典：⽇本気候リーダーズ・パートナーシップ（JCLP）⽇本語版

• 業界団体への加盟を含む渉外⽅針や⾏動を⾃らの1.5℃⽬標と
整合させる

• ⾃らの業界団体への加盟状況を公表し、積極的な気候変動対策
を働きかける

• その上で、業界団体に変化がない場合は、当該団体の脱退も含
めて、対策強化の戦略を備える

• 移⾏計画や情報開⽰の⼀部として、⾃らの1.5℃⽬標の達成に
向けた排出削減に必要な、カーボンプライシングを含む具体的
な政策や規制の概要を⽰す

詳細編
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求められる⾮国家アクターによる「説得」
国連キャンペーン
Race to Zero

約束する／Pledge

計画する／Plan

実⾏する／Proceed

公表する／Publish

説得する／Persuade

出典：Race To Zero 5番⽬の要件「説得：Persuade」ハンドブック⽇本語版（気候変動イニシアティブ仮訳）

詳細編
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求められる企業の政策関与

出典：InfluenceMapレポート”Corporate Climate Policy Engagement Leaders, 2024”

企業のアドボカシー活動の積極性や強度が評価の指標に

• ⾮営利シンクタンクの
InfluenceMapが、世界の
企業の気候変動政策に関す
るアドボカシー活動を分
析・評価

• ⽇本からはソニーグループ、
リコー、富⼠フイルムホー
ルディングス、イオン、武
⽥薬品⼯業、ソフトバンク、
積⽔ハウス、⼤和ハウス⼯
業がリーダー企業に

詳細編
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求められる企業の政策関与
基準ごとに評価された地域のリーダーたち

• ３つの評価基準のうち、科
学と整合するアドボカシー
でソフトバンクグループ、
戦略的な関与でリコーがア
ジア太平洋地域のリーダー
として評価

出典：InfluenceMapレポート”Corporate Climate Policy Engagement Leaders, 2024”からWWFジャパン加⼯

北⽶ 欧州 アジア太平洋

科学と整合する
アドボカシー

戦略的な関与

間接的影響⼒への対応

詳細編
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世界の企業が脱化⽯燃料を政府に求める

出典：We Mean Business Coalitionウェブサイトを基にWWFジャパン作成

Fossil to Cleanキャンペーン

• 各国政府に対し、化⽯燃料の段階
的廃⽌とクリーンエネルギーへの
移⾏を要請する書簡を発出

• 年間売上⾼1.6兆ドル以上の企業
260社以上が署名

• ⽇本からはソニーグループ、いち
ごブルームが賛同
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企業グループが野⼼的で投資を加速するNDCを要請

出典：We Mean Business Coalitionウェブサイトから情報を抜粋しWWFジャパン作成

We Mean Businessが企業らとまとめた提⾔の３つの柱
- G20諸国をはじめとする政府に対するCall to Action -

⺠間部⾨のポテンシャルを最⼤限に引き出すNDCを実施するための明
確かつ⼀貫性のある政策枠組みの策定
• 国家レベルの戦略と計画、および政府横断的な機関。
• イノベーションと展開を含むセクター固有の政策。
• 政策と実施に関する国際調整。

企業との透明かつ包括的な対話を実施し、NDCプロセスのあらゆる段
階で企業やその他の影響を受ける利害関係者に不可⽋な役割を創出
• NDC の内容について企業やその他の利害関係者と徹底的に協議。
• 実装のためのソリューションをビジネスおよびその他の関係者と共同で作成。
• 公正なネットゼロ移⾏への⽀援拡⼤のための効果的な報告及びコミュニケーション戦略。

野⼼的で1.5℃⽬標に沿ったNDCの提出
• ネットゼロへの公正かつ包括的な道筋を設定し、国の⽣物多様性戦略および行動計画と

統合された経済全体の⽬標。
• クリーンエネルギーとエネルギー効率の向上、削減対策のない化⽯燃料の段階的廃⽌、

森林破壊と森林劣化の阻⽌と回復などを含むセクター固有の⽬標。
• ⺠間投資を拡⼤する政策を実際に実施するための明確な約束。



20

2024年気候危機に関する政府への世界投資家声明
⺠間部⾨の投資を加速する効果的なあらゆる政策を求める

• 1.5度⽬標に整合する2030年、2035年⽬標
• 適切な範囲で時間の経過とともに上昇する
強⼒な炭素価格設定メカニズム

• 化⽯燃料の段階的廃⽌に向けた計画と⽬標
の確⽴、再エネ促進のための電⼒部⾨改⾰

• ⾃然、⽔、⽣物多様性への取り組み
• 気候関連の情報開⽰の義務化
• 新興国・途上国への投資促進 など

出典：https://theinvestoragenda.org/focus-areas/policy-advocacy/sign-on/

⽇本の投資機関10社以上が賛同。COP29で
新たな賛同リストが公表予定
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都市のリーダーによるNDC策定への関与
CHAMP：⾼い野⼼のマルチレベルパートナーシップ連合

• ⽇本を含む74か国が参加し、COP28で発
表（世界⼈⼝の34%、世界GDPの58%、
世界排出量の36%）

• NDCをはじめ、国家適応計画、⽣物多様
性国家戦略などの計画、資⾦調達、実施、
監視において国と地⽅政府が共に進めて
いくことを誓約

• 2024年9⽉のクライメートウィークNYC
期間中、誓約事項のひとつであるハイレ
ベル政策対話が実施。

• これを受けてCOP29で都市化と気候変動
に関する閣僚会合が開催予定

出典：https://www.wri.org/initiatives/coalition-high-ambition-multilevel-partnerships-champ
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⾃治体による政府などへの要請
COP29交渉に向けたLGMAポジション

1. ⾃治体と連携して策定されたNDCを通じて、包摂
的で多層的、ジェンダーに配慮した協⼒的な⾏動
を加速すること

2. 持続可能な都市化とあらゆるレベルでの気候⾏動
の資⾦を確保すること

3. 気候、⾃然、公害および持続可能な開発アジェン
ダを整合させること

出典：The LGMA COP29 Joint Position／イクレイ⽇本 COP29ページ

LGMA：Local Governments and Municipal Authorities
都市や地域を代表する公式の声として、COP1からアドボカ
シー活動を実施。ICLEIはその活動の中⼼を担う。

11⽉11⽇のLGMA COP29記者会⾒で賛同者を発表

詳細編
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医療・保健コミュニティも政府に呼びかけ
COP29を前にClimate Week NYCでマーチ

• 化⽯燃料による健康への影響から、その早期
脱却と、野⼼の強化を政府に呼びかけ。

• COP28では、議⻑と各国リーダーたちに、公
正で平等な化⽯燃料段階的廃⽌と再エネへの
投資の加速を求める公開書簡を発表。⽇本か
らは、Green Practiceと⽇本医療政策機構
が賛同していた。

出典：GCHAプレスリリース

GCHA：Global Climate and Health Alliance
気候変動に取り組む世界中の 200 を超える医療の専⾨家
や市⺠社会組織、ネットワークの連合体。

詳細編

出典：
The Global Climate & Health Alliance オープンレターの公開ページ
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⽇本の⾮国家アクターも野⼼的なNDCを求める
気候変動イニシアティブ（Japan Climate Initiative: JCI）
気候変動対策に積極的に取り組む企業、⾃治体、NGOなどの⾮国家アクターが参加
する国内ネットワーク

• ⽇本政府に対し、2035年GHGs削減
66%以上のNDC、2035年までの⽯炭⽕
⼒廃⽌や再エネ拡⼤などを含む第7次エ
ネルギー基本計画を要請。

• 東証プライム上場企業71社を含む幅広
い分野の企業、地⽅⾃治体、消費者団
体、宗教団体、⼤学・研究機関、
NGO/NPO、若者団体が賛同

出典：JCIウェブサイト
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⽇本企業グループが⾼い削減⽬標と再エネ⽬標を要請

出典：JCLP「⽇本の次期温室効果ガス削減⽬標およびエネルギー基本計画に対する提⾔」

⽇本気候リーダーズ・パートナーシップ（JCLP）の提⾔

• 提⾔(1)： 2035年までにGHG排出量
75%以上削減（2013年度⽐）を求め
ます。

• 提⾔(2) ： 2035年の電源構成におけ
る再エネ⽐率60%以上を求めます。

• 提⾔(3) ：エネルギー需要家の参画機
会を増やす等、政策の「決め⽅」の改
善を求めます。

詳細編
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RE100 ⽇本のエネルギー政策への提⾔を発表

出典：JCLPニュース「RE100 ⽇本のエネルギー政策に対する提⾔書の公表」

⽇本企業87社を含む420社以上のRE100 参加企業が要請

1. 電⼒価格の透明化と公正化を推進
2. 2035年までに再エネ発電容量3倍にする⽬標設定
3. コーポレートPPA締結促進のため、発電事業者と

需要家間の障壁を除去し、契約プロセスを簡略化
4. 送配電網の増強と運⽤改善を最優先で⾏い、系統

接続の時間を短縮し、出⼒制御を回避
5. 2025年から2030年に再エネおよびその関連技術に

17.9〜18.1兆円程度の官⺠投資
6. ⾮化⽯証書の発⾏、追跡、認証に関するシステム

を簡素化し、国際基準に整合

出典：RE100 ⽇本のエネルギー政策に対する提⾔

詳細編
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アメリカの⾮国家アクターたちも

出典：America Is All Inウェブサイト: https://www.americaisallin.com/letter2024

America Is All In
気候変動対策に積極的に取り組む企業、⾃治体、NGOなどの⾮国家アクターが参加
するアメリカの国内ネットワーク

• ⾮国家アクターとしてのコミットメン
トとともに、次期政権に対するNDC強
化、インフレ抑制法などの政策の継続
などを要請。

• 次期政権がトランプ⽒かハリス⽒にな
るかによって⽂章を使い分けている。
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オーストラリアの⾮国家アクターたちも

出典：Better Futures Australiaウェブサイト: https://www.betterfutures.org.au/open_letter_bowen

Better Futures Australia
気候変動対策に積極的に取り組む企業、⾃治体、NGOなどの⾮国家アクターが参加
するオーストラリアの国内ネットワーク

• オーストラリアのクリス・ボーエン気
候変動・エネルギー⼤⾂に対し、公開
書簡への署名を呼びかけ。

• 温室効果ガス排出量を2030年までに
75%（2005年⽐）、2035年までにネッ
トゼロにするNDCを要請



今⽇の内容

29

1. COP29スケジュール
2. インテグリティあるネットゼロ宣⾔の追求
3. 1.5度⽬標と整合する政策を求める⾮国家アクター
4. イベント情報など

© André Dib / WWF-Brazil
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⽇本の⾮国家アクター

関連：ジャパン・パビリオン公式ウェブサイトURL：https://www.env.go.jp/earth/cop/cop29/pavilion/

気候変動イニシアティブ（Japan Climate Initiative: JCI）
気候変動対策に積極的に取り組む企業、⾃治体、NGOなどの⾮国家アクター825団
体が参加する国内ネットワーク

11⽉21⽇(⽊) 14:00〜15:15（⽇本時
間19:00〜20:15 ）
詳細はJCIウェブサイトで公開
https://japanclimate.org/news-
topics/cop29/

© WWFジャパン

1.5℃⽬標への道筋：脱炭素に挑む⽇本
の⾮政府アクターたち
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10か国の⾮国家アクターイニシアティブ連盟

関連：気候変動イニシアティブウェブサイトCOP29ページ

Alliances for Climate Action（ACA）
気候変動対策に積極的に取り組む⾮国家アクターの国内イニシアティブの国際連盟

11⽉16⽇(⼟) WWFパビリオン
- 4:00-5:00 pm（⽇本時間21:00-22:00）
協働的なマルチレベルアクションとデータに基
づく政策が気候変動の取り組みをリードする
- 5:10-6:30 pm（⽇本時間22:10-23:00）
社会全体で共に進める気候アドボカシー：ACA
の事例から - アルゼンチン、チリ、⽇本、アメ
リカ、UAE、ベトナム

詳細はAmerica Is All Inウェブサイトで公開
https://www.americaisallin.com/cop29-day3

© WWFジャパン

詳細編
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⽶国の⾮国家アクターイニシアティブ

出典：America Is All In COP29ページ

America Is All In Action Center
⽶国の⾮国家アクターを代表する多様なセクターが集い、3⽇間イベントを開催

11⽉14⽇(⽊)
オープニング、ワシントン州知事

11⽉15⽇(⾦)
クリーンエネルギー、AI

11⽉16⽇(⼟)
2025年以降の⽶国議会、⼥性リーダー

詳細はAmerica Is All Inウェブサイトで公開
https://www.americaisallin.com/cop29

詳細編
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⾦融セクター森林破壊対策イニシアティブ(FSDA)

COP26で発表され、34の⾦融機関（総運⽤資産8.7兆ドル以上）が賛同
2025年までに投資および融資ポートフォリオから農産物（⽜、⼤⾖、パーム油、パ
ルプ、紙）による森林破壊リスクを排除することにコミット

出典：FSDAコミットメントレター

 2022年までに「リスク評価と⽅針策定」
事業における森林破壊リスク評価、リスクに対処するための投資・融資⽅針の確⽴、顧客やサプラ
イチェーンへの関与、政策への関与

 2023年までに「ポートフォリオ開⽰」
ポートフォリオにおける森林破壊リスクおよび緩和活動の開⽰

 2025年までに「進捗公開と森林破壊をしない投融資の実施」
進捗状況の公開、リスク削減基準を満たした顧客のみへの融資、⾃然を利⽤したソリューションへ
の投資増加

詳細編
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⾦融セクター森林破壊対策イニシアティブ(FSDA)

2024年6⽉、進捗レポートを発表

出典：FSDA進捗報告（2024年6⽉）

進捗タスク
全加盟機関が⽅針を策定済み。森林破壊リスク対策の投融資⽅針を策定
Forest500に基づき重点エンゲージメント企業リストを作成し、レ
ターを送付。これまでに 84 回の会議を含むエンゲージメントを進
め、2024年にはさらに数回の会議を予定している。

サプライチェーン、事業運営、資金調達
におけるエンゲージメント

加盟機関の多くは、森林破壊に関する投資家政策対話 (IPDD) にも
積極的に関与。ブラジルやインドネシアなどの⽣産国の公的機関や
業界団体だけでなく、欧⽶などの消費国の政府とも連携。

企業が森林破壊リスクと影響を回避する
ための環境整備を⽀援する政策への関与

COP26での発表に関連してこのコミットメントに参加したFSDAメ
ンバーの97％が森林破壊リスクと緩和対策に関する情報開⽰を実施。
*4機関が未達成。うち1機関は現在開⽰内容を作成中、COP26以降
に加盟した3機関は年内に報告書と開⽰内容を発表する予定。

ポートフォリオにおける森林破壊リスク
と緩和対策の開⽰（デューデリジェンス
やエンゲージメントを含む）

注）上記は報告の⼀部を抜粋して簡潔に記載しています。詳細はレポートをご覧ください。

詳細編
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まとめ
1.5度⽬標に整合するNDCとそれを実現
する政策を求める⾮国家アクターの声
の⾼まり

• 企業、地⽅政府などの⾮国家アクターによる
アドボカシーはもはや特別ではない

• その内容も、NDC強化、脱化⽯燃料、再エ
ネ拡⼤、⽣物多様性保全、投資促進など野⼼
的で包括的に

• 政府がこれらの声にどう応えるのかに注⽬
• 声をあげる⽇本の企業、⾃治体、団体にもぜ
ひご取材ください

国連主導によるインテグリティある⾮
国家アクターのネットゼロ宣⾔の追求

• 提⾔から、情報の集約・公開、法制度への
落とし込みが段階的に進⾏

• ネットゼロ政策に関するタスクフォースが
発表する報告書が、次にどのようなステッ
プに繋がるかに注⽬

あわせて、医療や健康、⾷糧、ジェンダーなども
ぜひご注⽬を
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